
 

 

令和２年度 当初予算案の概要 
  

 

 

 
宇宙に輝く小惑星「Funabashi」（令和元年 12月 15日現在） 

※平成 30年 7月 11日、火星と木星の間にある小惑星に「Funabashi」の名がつけられました。 

 

 

令和２年２月 

船 橋 市 
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Ⅰ はじめに 

 

本市の財政状況は、歳出面では市債残高の増加による公債費の押し上げと社

会保障経費の増加とともに、国による新たな施策も求められ、歳入面では人口増

に伴う市税の増加はあるものの、公債費等の増加に対応できる大幅な増加は見

込めません。 

このように、今後もさらに厳しい財政状況が続くことが見込まれるなか、必要

な市民サービスを維持するため、平成３１年３月に、令和元・２年度の２か年を

集中取組期間とする行革プランを策定し、行財政改革に取り組むこととしまし

た。 

 令和２年度予算案では、歳出抑制を図りつつ、災害対策、子供の貧困対策、福

祉人材の確保、市民サービスの向上を重点的に位置付けています。また、道路・

河川等の都市基盤整備、公共施設の保全、既存事業の充実を図るための予算を確

保するよう努めました。 
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Ⅱ 予算案の全体像 

 

【令和２年度当初予算案】 

令和２年度の一般会計の予算規模は、２，１１６億８，５００万円となり、前

年度に比べて４億７，５００万円、率にして０．２％の減となりました。行財政

改革集中取組期間の２年目として、財源調整基金からの繰り入れを昨年度から

５億円抑制し、普通建設事業費の減、起債発行を抑制した予算としています。 

予算規模                             （単位：千円） 

区分 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率 

一般会計 211,685,000 212,160,000 △475,000 △0.2％ 

 

 

 

特  

別  

会  

計 

国民健康保険 50,785,000 51,226,000 △441,000 △0.9％ 

公共用地先行取得 408,000 13,500 394,500 2,922.2％ 

船橋駅南口市街地

再開発 
1,304,000 1,602,000 △298,000 △18.6％ 

介護保険 45,964,000 43,327,000 2,637,000 6.1％ 

母子父子寡婦福祉

資金貸付 
90,000 90,000 0 0.0％ 

後期高齢者医療 8,211,000 7,400,000 811,000 11.0％ 

計 106,762,000 103,658,500 3,103,500 3.0％ 

企 

業

会

計 

地方卸売市場 1,123,000 1,153,000 △30,000 △2.6％ 

病院 21,691,000 19,376,000 2,315,000 11.9％ 

下水道 38,579,205 34,074,220 4,504,985 13.2％ 

計 61,393,205 54,603,220 6,789,985 12.4％ 

特別会計・企業会計 168,155,205 158,261,720 9,893,485 6.3％ 

合計 379,840,205 370,421,720 9,418,485 2.5％ 

 特別会計の予算規模は、国民健康保険事業特別会計は、被保険者の減少により

前年度に比べて減となっていますが、介護保険事業特別会計や公共用地先行取

得事業特別会計の伸びにより、予算規模は１，０６７億６，２００万円で前年度

と比べて３１億３５０万円、率にして３．０％の増となりました。 

企業会計の予算規模は、６７億８，９９９万円増の６１３億９，３２１万円と

なり、全ての会計の予算規模は、３，７９８億４，０２１万円で前年度と比べて

９４億１，８４９万円、率にして２．５％の増となりました。  
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【一般会計 歳入】 

 人口増による個人市民税の増などにより、市税収入を前年度予算と比較して、

６億１，６４０万円、率にして０．６％の増を計上しました。 

 普通交付税は、令和元年度の算定結果や国の令和２年度の地方財政対策で確

保された地方交付税の総額、地方消費税交付金の交付額が増額となることから、

ほぼ前年並みの３０億７，５００万円を計上しました。 

歳入予算額対前年度比較                  （単位：千円） 

区分 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率 

市税 102,190,900 101,574,500 616,400 0.6％ 

地方譲与税 928,800 888,900 39,900 4.5％ 

利子割交付金 58,800 108,400 △49,600 △45.8％ 

配当割交付金 539,000 559,000 △20,000 △3.6％ 

株式等譲渡所得割交付金 354,100 622,300 △268,200 △43.1％ 

地方消費税交付金 13,387,100 11,174,600 2,212,500 19.8％ 

ゴルフ場利用税交付金 3,400 3,500 △100 △2.9％ 

法人事業税交付金 562,100 0 562,100 皆増 

自動車取得税交付金 100 217,500 △217,400 △99.9％ 

環境性能割交付金 136,100 78,400 57,700 73.6％ 

国有提供施設等所在市助成

交付金 
200,000 198,800 1,200 0.6％ 

地方特例交付金 679,800 2,227,500 △1,547,700 △69.5％ 

地方交付税 3,390,700 3,283,000 107,700 3.3％ 

交通安全対策特別交付金 57,800 60,300 △2,500 △4.1％ 

分担金及び負担金 1,424,600 1,837,000 △412,400 △22.4％ 

使用料及び手数料 4,848,800 5,103,800 △255,000 △5.0％ 

国庫支出金 37,785,000 38,484,500 △699,500 △1.8％ 

県支出金 13,058,900 11,045,900 2,013,000 18.2％ 

財産収入 356,400 347,800 8,600 2.5％ 

寄附金 920,000 672,300 247,700 36.8％ 

繰入金 3,587,900 4,582,700 △994,800 △21.7％ 

繰越金 300,000 300,000 0 0.0％ 

諸収入 8,936,600 8,673,000 263,600 3.0％ 

市債 17,978,100 20,116,300 △2,138,200 △10.6％ 

合計 211,685,000 212,160,000 △475,000 △0.2％ 
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 市が使い道を自由に決められる一般財源の総額は１，３５６億７，７１７万円

となり、前年度予算と比較して１４億１，７５４万円、率にして１．１％の増と

なりました。 

主な一般財源                              （単位：千円） 

区分 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率 

市税 102,190,900 101,574,500 616,400 0.6％ 

 うち個人市民税 46,128,500 45,421,000 707,500 1.6％ 

 うち法人市民税 5,036,400 6,399,100 △1,362,700 △21.3％ 

 うち固定資産税 37,091,100 35,934,000 1,157,100 3.2％ 

 うち都市計画税 7,806,600 7,601,900 204,700 2.7％ 

地方消費税交付金 13,387,100 11,174,600 2,212,500 19.8％ 

普通交付税 3,075,000 3,000,000 75,000 2.5％ 

臨時財政対策債 5,293,400 5,521,000 △227,600 △4.1％ 

 借換債を控除後 5,293,400 5,521,000 △227,600 △4.1％ 

財源調整基金繰入金 3,500,000 4,000,000 △500,000 △12.5％ 

一般財源合計 135,677,176 134,259,632 1,417,544 1.1％ 

 

※ 一般財源と特定財源 

一般財源は、市が受け取る時点で使い道があらかじめ決まっていない収入です。 

学校、道路の建設事業に使うために国から交付される補助金、施設の改修や建て替え

などに使うための国や銀行から借りる市債などの収入は、特定財源といいます。 

 

令和元年１０月から消費税率が１０％へ引き上げられたことにより、地方消

費税交付金は前年度に比べ２２億１，２５０万円の増額としました。 

財源調整基金繰入金については、予算編成方針で示したとおり、将来の財源不

足に備えるため繰り入れを抑制し、前年度と比較して５億円減の３５億円とし

ました。 
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市債（一般会計）                           （単位：千円） 

区分 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率 

建設事業債等 12,684,700 14,595,300 △1,910,600 △13.1％ 

 借換債を控除後 11,329,900 13,660,900 △2,331,000 △17.1％ 

臨時財政対策債 5,293,400 5,521,000 △227,600 △4.1％ 

 借換債を控除後 5,293,400 5,521,000 △227,600 △4.1％ 

計 17,978,100 20,116,300 △2,138,200 △10.6％ 

 借換債を控除後 16,623,300 19,181,900 △2,558,600 △13.3％ 

※ 借換債とは、発行に際して、あらかじめ同意を得た償還期間より短い期間で資金を借

り入れた市債について、満期になった時点で再度資金を借り換えるものです。 

※ 臨時財政対策債とは、地方交付税として必要なお金が不足するため、国と地方が折半

して負担するというルールに基づき発行する市債です。なお、この市債の償還に係る元

金と利子については、将来の地方交付税に加算されることになっています。 

 

【一般会計 歳出】 

一般会計の歳出を、経費の目的別に分類すると、児童福祉費、生活保護費、医

療・介護保険への繰出金等の影響で、民生費は前年度比２０億２，５８０万円、

率にして２．１％の増となり、一般会計の４５．５％を占めています。 

衛生費は、南部清掃工場の建設が令和元年度で終了することから、前年度比１

１６億９，５６０万円、率にして３９．８％の大幅な減となっています。 

歳出を経費の性質別に分類すると、職員給料などの人件費、医療の給付費や生

活保護など福祉に係る経費である扶助費、そして市の借金である市債を返済す

る公債費の３つの経費（義務的経費）が、全体の５４．５％を占めています。 

人件費については、非常勤職員及び臨時職員が会計年度任用職員化すること

により、前年度に比べ３１億１，３６４万円、率にして８．７％の増となってい

ます。 

普通建設事業費は、南部清掃工場の建設事業が終了することから、対前年度比

２６．８％の減となっています。 

また、積立金については、森林環境譲与税を基金に積み立てることから、前年

度比７２．６％の増となっています。 
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歳出予算額対前年度比較（目的別）             （単位：千円） 

区分 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率 

議会費 992,000  993,300  △1,300 △0.1％ 

総務費 15,780,500  15,141,300  639,200 4.2％ 

民生費 96,354,700 94,328,900  2,025,800 2.1％ 

衛生費 17,680,800 29,376,400  △11,695,600 △39.8％ 

労働費 212,600  189,100  23,500 12.4％ 

農林水産業費 471,200  534,700  △63,500 △11.9％ 

商工費 3,865,800  4,125,100  △259,300 △6.3％ 

土木費 21,578,900  20,587,000  991,900 4.8％ 

消防費 6,393,400 6,367,700  25,700 0.4％ 

教育費 30,772,900  24,547,000  6,225,900 25.4％ 

公債費 17,282,200  15,669,500  1,612,700 10.3％ 

予備費 300,000  300,000  0 0.0％ 

合計 211,685,000  212,160,000  △475,000 △0.2％ 

 

 

歳出予算額対前年度比較（性質別）             （単位：千円） 

区分 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率 

人件費 38,937,948 35,824,312 3,113,636 8.7％ 

扶助費 59,185,779 59,060,059 125,720 0.2％ 

公債費 17,328,711 15,713,024 1,615,687 10.3％ 

普通建設事業費 18,094,728 24,713,254 △6,618,526 △26.8％ 

 補助事業 6,946,604 12,236,680 △5,290,076 △43.2％ 

 単独事業 11,148,124 12,476,574 △1,328,450 △10.6％ 

物件費 34,882,575 34,682,171 200,404 0.6％ 

維持補修費 1,237,481 1,348,481 △111,000 △8.2％ 

補助費等 18,750,425 18,756,413 △5,988 △0.0％ 

積立金 148,339 85,943 62,396 72.6％ 

投資及び出資金 1,778,546 1,706,023 72,523 4.3％ 

貸付金 2,892,626 3,101,146 △208,520 △6.7％ 

繰出金 18,147,842 16,869,174 1,278,668 7.6％ 

予備費 300,000 300,000 0 0.0％ 

合計 211,685,000 212,160,000 △475,000 △0.2％ 
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Ⅲ 事業の概要 

 

（１）「めざすまちの姿」とは 

本市を取り巻く課題や市民のニーズを踏まえ、後期基本計画の分野別計画に

横串をさすように、特に重要なまちづくりのテーマを設定して、優先的・重点的

に取り組むべき施策を抽出したものが「めざすまちの姿」です。 

 

 

（２）予算案における事業 

次頁以降に、令和２年度当初予算案に係る新たな事業を中心に、６つの「めざ

すまちの姿」ごとに示します。 
 

 

※予算額は、千円未満を切り上げています。 

※頁は、「予算参考資料」の頁を表しています。 

※ここで紹介する事業には、複数の事業の組み合わせや、事業の一部で構成され 

ているものもあるため、予算額や事業名が「予算参考資料」とは必ずしも一致 

しません。 
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①    非常時への備えのあるまち 

 

 

洪水ハザードマップの改定 

危機管理課（５，６００千円）３５頁 

 千葉県が公表した新たな洪水浸水想定区域に基づき、市内の主要な河川で洪

水が発生した場合に、市民の安全な避難に役立つよう、浸水想定区域を示した洪

水ハザードマップを改定し、全世帯へ配布します。 

 

 

マンホールトイレの整備 

危機管理課（１４，０００千円）３５頁 

 災害発生時のトイレ不足や避難所における衛生対策や健康確保のため 、避難

所等へマンホールトイレを計画的に整備します。令和２年度は前原小学校、八木

が谷中学校に５基ずつ整備します。 

 

 

防災備蓄の整備  

危機管理課（９，７４１千円）３５頁 

大規模な災害に備え、避難所等の停電対策や環境整備のために発電機、災害

用携帯トイレ及び避難所用マットの備蓄を拡充します。また、遺体安置所設置

に必要な資機材等を整備します。 

 

 

防災行政無線子局の新設 

危機管理課（２１，７００千円）３５頁 

 災害時における情報伝達の強化を図るため、新たに防災行政無線屋外子局を

２箇所整備します。 

 

 

超急性期における災害医療体制の見直し 新規 

保健総務課（３６，１１４千円）６７頁 

超急性期における本市の災害医療体制のあり方を見直し、これまで小学校等

に設置することとしていた救護所を、平時の二次救急医療を担っている災害医

療協力病院９箇所に設置する体制へ移行するため、災害時に病院前救護所で必

要となる備品及び医薬品等を確保します。また、本体制の実効性を確保するため

の訓練を令和２年度は３箇所で実施します。 



10 

①    非常時への備えのあるまち 

 

 

災害時のごみの出し方の周知 新規 

資源循環課（５，１８９千円）７３頁 

 災害時に廃棄物を適切に処理するため、災害時のごみの出し方を市民に周知

するほか、仮置場運営に必要な表示看板等の物品を確保します。 

 

 

被災家屋等撤去等事業 

資源循環課（１８，０００千円）７３頁 

令和元年に発生した台風第１５号及び第１９号による損害家屋等について、

生活環境保全上の支障を除去するため、公費解体を行うほか、撤去等を自ら実

施した方に対して費用の一部を助成します。 

 

 

橋りょうの維持 

道路維持課（５８１，４０９千円）８９頁 

落橋防止及び耐震補強を図るため、橋りょう耐震化計画に基づき、耐震補強工

事を行います。また、長寿命化を図るため、橋りょう長寿命化修繕計画に基づき、

補修工事を行います。 

 

 

準用河川駒込川の改修 

河川整備課（１６２，９７６千円）９３頁 

 準用河川駒込川においては、都市化の進展に伴う雨水流出の増加に対応する

ため、河川を拡幅して流下能力を増大させ治水安全度を向上させるとともに、自

然環境に配慮した改修を進めます。 

 

 

排水機場の整備 

下水道施設課（３１６，２２０千円）９３頁 

 河川の氾濫や低地の浸水を防ぐ排水ポンプが確実に稼働するよう、老朽化し

た施設を計画的に整備します。令和２年度については、栄第一排水機場及び西浦

排水機場のポンプ更新工事等を行います。 
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①    非常時への備えのあるまち 

 

 

雨水流出抑制対策 

河川整備課（１０１，０００千円）９３頁 

 浸水被害の軽減を図るため、習志野台７丁目地区において雨水貯留浸透施設

を整備します。 

 

 

被災者住宅への助成 

住宅政策課（１２，０００千円）１０１頁 

 令和元年に発生した台風第１５号及び第１９号による被災者の生活の安定と

住宅の安全確保を図るため、被災した市内の住宅の屋根又は外壁等の修繕工事

に係る費用の一部を助成します。 

 

 

大規模盛土造成地のスクリーニング調査 

宅地課（９，９００千円）１０３頁 

 平成３０年度に実施した大規模盛土造成地の変動予測調査において、盛土カ

ルテを作成した２７２箇所について、滑動崩落の危険性が高い箇所の有無を把

握するための現地調査や基礎資料の整理を行います。 

 

 

浸水被害軽減のための雨水管整備 

下水道建設課（１３５，０００千円）１５７頁 

 大雨による浸水被害を軽減するため、雨水整備計画に基づき、令和２～４年度

に山手地区において雨水管の整備を行います。 
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②   安心して暮らせるまち 

 

【人材確保対策】 

障害福祉サービスに従事する人材の確保 新規 

障害福祉課（３，０００千円）４５頁 

障害福祉サービスに従事する人材を確保するため、介護職員初任者研修又は

実務者研修を修了し、市内の障害福祉サービス事業所に就業する方に対し、受講

料等を助成します。 

 

 

介護サービスに従事する人材の確保 新規 

介護保険課（１２，２１９千円）４９頁 

介護サービスに従事する人材を確保するため、市内事業者が新たに資格を有

する職員を雇用し、市内の借り上げ宿舎に住まわせた場合に、宿舎の借り上げに

係る費用の一部を助成します。 

また、外国人介護人材の受け入れを検討している市内介護サービス事業者に

対し、その導入が円滑に進むよう制度等の説明会を開催します。 

 

 

客引き行為等防止対策 拡大 

市民安全推進課（３３，９６８千円）３７頁 

市民等の安全かつ平穏な通行及び快適な生活環境の確保のため、客引き行為

等規制区域となっているＪＲ船橋駅及び京成船橋駅、ＪＲ西船橋駅、ＪＲ津田沼

駅の周辺を巡回する防止指導員を２名増員し、巡回体制を強化します。 

 

 

障害者（児）総合相談支援事業 拡大 

障害福祉課（８４，３２９千円）４３頁 

 相談件数の増加に対応するとともに、利用者の利便性向上を図るため、障害の

ある人等から福祉に係る相談を受け、支援する障害者総合相談窓口を、１箇所か

ら２箇所に増やします。 
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②   安心して暮らせるまち 

 

 

障害者施策に関する計画等の策定  

障害福祉課（２，６５３千円）４５頁 

障害者施策に関する基本的な考え方や方向性を定める「障害者施策に関する

計画」及び、障害福祉サービス等の提供見込み量や確保方策を定める「障害福祉

計画及び障害児福祉計画」について、令和３年度から始まる計画を策定します。 

 

 

特別養護老人ホームの入所待機者対策等 

高齢者福祉課（９３９，０００千円）４７頁 

 特別養護老人ホームの入所待機者対策として、施設整備を促進するため、施設

を整備する社会福祉法人に対し、整備に係る費用の一部を助成し、１９０床を整

備します。また、開設後１０年以上を経過した市内の既存老人福祉施設の老朽化

に伴う改修費の一部を助成します。 

 

 

予防接種費用の助成 拡大 

健康づくり課（１，７８１，４０９千円）６７頁 

予防接種法に基づく定期予防接種及び任意予防接種を実施します。令和２年

１０月１日から定期接種化される胃腸炎の重症化を防ぐロタウイルスワクチン

について、定期接種の対象となる令和２年８月以降に生まれた子に加え、定期接

種の対象者と同学年の令和２年７月以前に生まれた子が任意に接種する場合に

係る費用の全部を助成します。 

また、小児期の難聴対策として、令和２年４月２日以降に１歳になる子を対象

におたふくかぜワクチンの任意予防接種に係る費用の全部または一部を助成し

ます。 
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②   安心して暮らせるまち 

 

 

健康ポイント事業の普及に向けた取組 拡大 

健康政策課（８，６４６千円）６７頁 

「健康寿命の延伸」を目標に、健康に関心のある方だけでなく、健康に無関心

な方や運動習慣のない方が健康づくりに取り組むきっかけとなるよう、市民が

行うウォーキングや体操等の活動に対しポイントを加算し、特典を付与する健

康ポイント事業を引き続き実施します。また、ポイントを加算する健康スポット

を公民館３箇所に増設し、機会の拡大を図ります。 

 

 

歩行者等の安全対策 

道路計画課（２０，９００千円）９１頁 

道路維持課（９８，２００千円）９１頁 

道路建設課（１０６，５５０千円）９１頁 

車両交通の円滑化と歩行者が安全に歩ける空間確保のため、歩道設置を行う

とともに、既設歩道の段差や急な勾配の解消などバリアフリー化を進めます。ま

た、自転車利用者が安全で快適に利用できるよう、２路線で自転車走行空間を整

備します。 

 

 

住生活基本計画・高齢者居住安定確保計画の策定 

住宅政策課（１２，２０７千円）１０１頁 

 住み慣れた地域で安心して暮らせる住まいの実現を目指し、課題に対応した

住宅施策を定める住生活基本計画及び高齢者居住安定確保計画について、令和

３年度から始まる計画を一体的に策定します。 
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②   安心して暮らせるまち 

 

 

高齢者の生活の質の向上に向けた取組 拡大 

包括支援課（５，４９８千円）１３９・１４１頁 

要介護になる可能性のある高齢者の生活機能の維持・向上、介護予防及び重度

化予防を図るため、令和元年度に試行的に圏域を定めて行ったリハビリテーシ

ョン専門職の同行訪問事業と自立支援ケアマネジメント検討会議を、令和２年

度から市内全域に拡大して実施します。 

 

 

健康寿命の延伸に向けた取組 拡大 

健康づくり課（２７，７４５千円）１３９頁 

健康づくりや介護予防の取組につなげるため、市が独自に開発した高齢者の

元気度を計る指標となる健康スケールを活用して抽出した、筋肉や関節などの

運動機能の低下が認められる方を対象に、その方自身の足腰の衰えの状態を知

ってもらうためのモデル事業を、令和元年度の９地区から１６地区に拡大して

実施します。 

 

 

在宅医療需要の増加に向けた取組 新規 

地域包括ケア推進課（１，３７５千円）１４１頁 

今後の在宅を含む医療需要の増大に対応するため、在宅医療を担う医師の養

成を目的とした在宅医養成研修会を実施します。 

 

 

医療センターの建て替え 

医療センター総務課（３９５，２００千円）１５３頁 

平成３０年度に建替基本計画を策定し、令和５年度末の開院を目標としてい

る市立医療センターの建て替えについて、令和２年度は、建替工事の基本設計業

務等を行います。 
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※ＤＢＯ（Design Build Operate）方式：公共が資金調達を行い、設計・建設・運営を一

括して民間に発注する方式 

 

③   未来へつなぐ恵み豊かな環境のまち 

 

 

環境基本計画の策定  

環境政策課（２，９５７千円）７１頁 

 自然や生活環境などの保全に関する施策を推進するための環境基本計画につ

いて、令和３年度から始まる計画を策定します。 

 

 

一般廃棄物処理基本計画の策定  

資源循環課（４，３００千円）７３頁 

 一般廃棄物の排出量削減等に関する目標や施策を推進するための一般廃棄物

処理基本計画について、令和４年度から始まる計画の策定に向け検討を進めま

す。 

 

 

新南部清掃工場の稼働 

資源循環課（６３７，７２７千円）７５頁 

平成２８年度からＤＢＯ方式※による建て替えを進めていた南部清掃工場が、

令和２年４月より稼働します。 

 

 

 

 

 

立地適正化計画の策定 

都市政策課（４，１６５千円）９５頁 

将来の人口推移を見据え、医療・商業等の生活サービス施設等の都市機能や公

共交通を維持し、本市の持つ高い生活利便性を活かすための立地適正化計画に

ついて、令和３年度から始まる計画を策定します。 
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③   未来へつなぐ恵み豊かな環境のまち 

 

 

都市計画マスタープランの策定 

都市計画課（５，４２８千円）９５頁 

快適でゆとりある都市づくりに必要となる方針や将来ビジョン、地域のある

べき姿などを定めた都市計画マスタープランについて、令和３年度から始まる

計画を策定します。 

 

 

運動公園及び法典公園の整備 

公園緑地課（２６８，５００千円）９９頁 

運動公園及び法典公園の駐車場の有料化に伴い、利用者の安全と快適性を図

るため、照明の設置・車路の拡幅などの整備を行うほか、老朽化した施設の改

修などを実施します。 

 

 

下水処理場におけるバイオマスエネルギーの利活用 

下水道施設課（１，８００，０００千円）１５９頁 

バイオマスエネルギーの利活用に向け、西浦下水処理場に続き、高瀬下水処理

場において、消化ガスを燃料とした発電事業を令和４年度に開始するため、消化

槽の整備を行います。 
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④   笑顔があふれる子育てのまち 

 

【子供の貧困対策】 

学習支援事業 拡大 

地域福祉課（６０，８５３千円）４１頁 

 生活保護世帯、生活困窮世帯及びひとり親世帯等の中学生を対象とした学習

支援等を遠方の生徒が通いやすいように、市内４会場から１０会場に拡充して

実施します。 

 

 

ひとり親家庭等への支援 拡大 

児童家庭課（５，０５３千円）５７頁 

ひとり親家庭等の就業促進を図るため、就職準備等に関するセミナーやパソ

コン技能習得講習会を開催するとともに、新たに、就業の促進に繋げるための資

格取得講習会を開催します。また、ひとり親家庭等の生活向上のため、家計管理

等に関する講習会の開催に加え、新たに、ひとり親同士が交流を図れる情報交換

事業及び親子交流キャンプ事業を実施します。 

 

 

養育費確保の支援 拡大 

児童家庭課（２，６４３千円）５７頁 

 ひとり親家庭等の養育費確保のため、弁護士による法律相談を年６０回から

７２回に拡大します。また、新たに総合的な支援を図るため、養育費等に関する

セミナーの開催とともに、養育費の取り決めに係る公正証書等作成の同行支援

の実施及び作成に係る費用を助成するほか、養育費保証会社との契約に係る初

回保証料を助成します。 

 

 

フッ化物洗口事業 拡大 

地域保健課（４５，０７４千円）６５頁 

 児童の永久歯をむし歯から守るために、フッ化物洗口事業を市立小学校の全

校全学年に拡大して実施します。 
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④   笑顔があふれる子育てのまち 

 

 

児童相談所基本構想の策定 

家庭福祉課（２９４千円）５１頁 

 児童相談所の設置に係る基本構想を策定するため、有識者による検討会を開

催します。 

 

 

保育の充実に向けた保育所等の整備の促進 

子ども政策課（６５９，００２千円）５３・６１頁 

 待機児童の多い地域に保育所等の整備を促進するため、認可保育所及び小規

模保育事業の施設整備に必要な整備費の一部を助成し、保育の充実を図ります。 

 

 

（仮称）塚田第二小学校及び放課後ルームの整備 

地域子育て支援課（８４，８９６千円）５９頁 

施設課（２，８６８，７１４千円）１１１頁 

大規模なマンション開発などが進む塚田地域における将来の児童数の増加に

対応するため、令和３年４月の開校に向けて、「（仮称）塚田第二小学校」及び

「（仮称）塚田第二放課後ルーム」の整備を進めます。 

 

 

キッズ・ゾーンの整備 新規 

道路維持課（５，４００千円）９１頁 

 保育所等が行う散歩などの園外活動の安全を確保するため、キッズ・ゾーンの

路面表示を行います。 
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※ＧＩＧＡ（Global and Innovation Gateway for All）スクール構想：国が示した、多様

な子供たちを誰一人取り残すことのない、公正に個別最適化された学びを全国の学校現場で

持続的に実現するものであり、学校ＩＣＴ環境として１人１台端末及び高速大容量の通信ネ

ットワークを一体的に整備する構想 

 

④   笑顔があふれる子育てのまち 

 

 

スクールロイヤーの活用 新規 

指導課（１，６５０千円）１０７頁 

 学校で生じる様々な問題の解決に有効な法的側面の助言を行うため、弁護士

を活用し、教職員等が迅速に相談できる体制を整備するとともに、いじめやＳＮ

Ｓの危険等に関する講演や教職員の研修等を行います。 

 

 

帰国・外国人生徒への支援 新規 

指導課（７２２千円）１０７頁 

 日本語が十分理解できない生徒やその家族と教職員の円滑なコミュニケーシ

ョンを図るため、中学校へ多言語対応の翻訳機を導入します。 

 

 

文化部活動指導員の派遣 新規 

指導課（２，５９５千円）１０９頁 

 生徒への専門的な指導の実施と教職員の働き方改革のため、令和２年度から

新たに、中学校の文化部活動に指導員を派遣します。 

 

 

ＧＩＧＡスクール構想の実現に向けた学習用端末の整備 新規 

総合教育センター（４，８８５千円）１０９頁 

「ＧＩＧＡスクール構想」の実現を目指すため、令和元年度３月補正予算にて

整備する校内通信ネットワークに続き、令和２年度は、小学校に３，３６０台の

学習用端末の整備を実施します。 
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④   笑顔があふれる子育てのまち 

 

 

学校施設の環境改善  

施設課（２，９０７，９９３千円）１０９・１１１・１１３頁 

 児童生徒の学習・生活の場であり、災害時には地域住民の避難所となる市立小

中学校及び特別支援学校の施設について、教育環境の改善を図るためトイレ、外

壁等の改修を行います。 

 

 

特別支援学級の増設 拡大 

総合教育センター（３８，６００千円）１０９・１１１頁 

障害のある児童生徒の適切な指導及び必要な支援の充実を図るため、夏見台

小学校、飯山満小学校、習志野台中学校に、自閉症・情緒障害の特別支援学級を

開設します。 

 

 

旭中学校の校舎増築 新規 

施設課（２，２００千円）１１１頁 

生徒数の増加が見込まれる旭中学校における教室不足に対応するため、校舎

の増築を進めます。 

 

 

小学校水泳授業等の委託 新規 

保健体育課（１４，８２５千円）１１９頁 

老朽化した学校プールの維持費用の削減や教員の負担軽減につなげるため、

行田東小学校、丸山小学校、西海神小学校、海神南小学校の水泳指導補助等を民

間のスイミングスクールに委託します。 
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⑤   人が集まる元気なまち 

 

 

海老川上流地区のまちづくり 

政策企画課（６３８千円）３３頁 

都市政策課（４４，７１０千円）９５頁 

 ふなばしメディカルタウン構想をコンセプトとした海老川上流地区のまちづ

くりについて、土地区画整理事業の施行による環境への影響を調査するととも

に、土地区画整理事業の予定区域外となった区域について、まちづくりの基本構

想等の策定等を行います。また、東葉高速線の認可変更手続きに係る費用を負担

します。 

 

 

ＪＲ南船橋駅南口市有地の活用 

政策企画課（２７，７２０千円）３３頁 

道路建設課（４０，０００千円）９１頁 

下水道建設課（３０，０００千円）１５７頁 

 臨海部の玄関口及び回遊性創出の拠点としてふさわしいまちづくりに向けて、

必要なインフラ（道路、駅前広場、電線共同溝、下水道）の設計を行います。 

 

 

若者就業の支援 拡大 

商工振興課（３３，２７３千円）７７頁 

 若者の職業的自立に向けた就労支援を実施することを目的とした、国との協

働による「地域若者サポートステーション事業」について、国の就職氷河期世代

への支援拡大にあわせ、本市事業委託分も同様に利用対象年齢の上限を現在の

３９歳から４９歳へと拡大し、利用者へ切れ目のない支援を行います。 

 

 

農業の振興 

農水産課（５，２９９千円）７９頁 

農業の持続的な発展のため、学校給食などで地元農産物を積極的に活用する

とともに、野菜などを収穫して調理するアグリツアーを開催するなど、農業振興

計画に基づく取組を推進します。  
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⑤   人が集まる元気なまち 

 

 

漁業の振興 

農水産課（１６，２５８千円）８１頁 

 漁業の振興を図るため、三番瀬漁場の整備や海苔養殖業、漁業後継者等の経営

の安定や育成等に要する費用の一部を助成します。また、漁業体験事業を行うと

ともに、船橋産水産物の市内外へのＰＲなどを通じてブランド化を推進します。 

 

 

商工業戦略プランの改定 

商工振興課（４，１３１千円）８３頁 

 本市産業の将来イメージと、それを実現していく振興方策等を定めた商工業

戦略プランについて、令和２年度で計画期間の前期を終えることから、社会経済

情勢の変化や施策・事業の進行状況を踏まえつつ、令和３年度から始まる総合計

画との整合を図るため、見直しを行います。 

 

 

都市計画道路の整備 

道路建設課（８２０，５２０千円）９７頁 

慢性的な交通渋滞の緩和を図るため、幹線道路である都市計画道路の整備を

東海神駅や飯山満駅、高根台中学校、習志野駅周辺などで進めます。 
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⑥   市民に愛され、育まれるまち 

 

 

東京２０２０オリンピック・パラリンピック関連事業 

政策企画課（５，７６３千円）３３頁 

生涯スポーツ課（９，０３９千円）１２１頁 

７月４日に市内を通過する東京２０２０オリンピック聖火リレーの中継地セ

レモニー及び関連イベントを開催するほか、ホストタウンとして、アメリカ男子

体操チームの事前合宿・大会期間中の練習を受け入れます。また、小学校でのパ

ラスポーツ体験型授業などを実施します。 

 

 

市所蔵美術品の活用 

文化課（８，６９９千円）１１５頁 

市が所蔵する美術品の中心となる清川コレクションが最終的に形成されてか

ら２０周年の節目であることから、記念展を開催するとともに、同コレクション

及びその中心作家である椿貞雄の作品・資料等を収めた図録を制作します。 

 

 

取掛西貝塚の保存・整備 

文化課（２０，１４４千円）１１５頁 

全国的にも貴重な約１万年前の遺跡である取掛西貝塚について、令和３年度

中の国史跡指定を目指し、学術調査成果の整理・分析・研究を行い、総括報告書

を刊行します。 

 

 

大穴小学校市民図書室のネットワーク化 

西図書館（３，６８７千円）１１７頁 

大穴小学校市民図書室を市内の図書館や公民館図書室等とオンラインでネッ

トワーク化し、市内図書館・公民館図書室等の本の取り寄せを可能とすることで、

地域における図書館サービスの充実を図ります。 
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⑦    その他の取組 

 

【市民サービスの向上】 

外国人住民への支援 

国際交流課（１６，２８０千円）３１頁 

 増加傾向にある外国人住民に対する相談機能や情報提供の充実を図るため、

令和元年１０月に開設した外国人総合相談窓口の利用促進を図ります。 

 

 

ペイジー収納及びネット口座振替受付サービスの導入 新規 

税務課（２０，０６２千円）３７頁 

市民の利便性及び収納率の向上を図るため、パソコンやスマートフォンから

利用できる市税のペイジー収納及びネット口座振替受付サービスを導入します。 

 

 

おくやみコーナーの開設 新規 

戸籍住民課（４８４千円）３９頁 

死亡に伴い発生する手続きを一元的に取り扱う「おくやみコーナー」を開設し

ます。 

 

 

パスポート発給事業 新規 

戸籍住民課（９２，４５２千円）３９頁 

 千葉県より旅券事務の権限移譲を受け、パスポートの申請及び交付が可能な

パスポートセンターを船橋駅前総合窓口センター内に令和３年２月から開設し

ます。 

 

 

総合計画の策定 

政策企画課（１３，２９２千円）３３頁 

本市のまちづくりの指針となる総合計画について、令和３年度から始まる計

画を策定します。 

 

 


